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論文題目：近代の琉球問題と清国 

 学位申請者 布 和 

 論文審査担当者 

  主査 大阪大学教授 片山  剛 

  副査 大阪大学教授 桃木 至朗 

  副査 大阪大学教授 飯塚 一幸 

  副査 大阪大学准教授 田口宏二朗 

【論文内容の要旨】 

 本論文は、1872～1879 年に明治政府が三段階に分けて実施した「琉球処分」という日本史、琉球史（沖縄史）、

そして東洋史の各研究分野ですでに分厚い蓄積のあるテーマをとりあげ、東洋史研究の立場から、清国の琉球問

題に対する認識や政策の実際とその変遷について、対外政策の最終決定に深く関わる清朝中央（西太后とその周

辺、および外交担当官庁の総理衙門）に焦点を合せて検討したものである。なお、近代日本政治史研究に範をと

り、政策決定過程に参与した者の日記・書簡等を利用してその過程を復元する研究手法を採っている。論文全体

は、序と結語を除き、全三章から成る。 

 第一章では、多くの先行研究が、琉球の「日清両属」という事実を清国側も以前から認識していたことを前提

としている点に疑問を提示し、まずは清国側の認識の実際を確認することから考察を始める。その結果、総理衙

門は日琉関係の存在をほとんど認識しておらず、公式に認識したのは 1873 年 6月と推測できること、そして当初

は日本の強硬な態度に反発したが、「琉球処分」の進行につれて次第に妥協し、最終的には、琉球との朝貢・冊封

関係の維持よりも、琉球国の存続（ないし琉球国の復国）を優先させるに至ること等を指摘する。 

 第二・三章では、1880 年に日本の駐清国公使と清国の総理衙門との間で一旦は合意された「琉球分島条約案」

が、清国側の批准延期によって結局は廃案となる過程について、二つの舞台裏の動きに照明を当てる。一つは、

申請者自身が発掘した、北京の清朝中央において西太后を補佐する者たちの動向である。補佐者たちは、当該条

約案の批准を西太后に承認してもらうことを基本方針とし、「清流派」が上奏する反対意見を退けるとともに、李

鴻章の意見も聞くべきとする「清流派」の要求に対して一策を講じて対処しようとする。かかる動きを、申請者

は補佐者の一人である翁同 の日記を用いて活写する。 

 もう一つは、天津に駐在する直隷総督兼北洋大臣の李鴻章の動向である。李鴻章は、最終的には当該条約案を

廃案へ導く遠因となる反対意見を上奏するアクターである。ただし当時の李は、西太后から叱責を受け、また総

理衙門や補佐者からも遠ざけられて、不遇の時期を過ごしており、反対意見を上奏する機会を失っていた。しか

し同じく条約案に反対である「清流派」の張佩綸と頻繁に書簡のやりとりを行っており、この張佩綸を通じた「清

流派」との関係によって、上奏を提出する機会を得ることになる。以上、李鴻章による反対意見の上奏は、「清流



派」が描いたシナリオによってはじめて実現したというきわめて斬新な事実を、張佩綸の書簡を分析した最新の

先行研究と申請者自身の李鴻章書簡に対する分析とによって明らかにする。 

【論文審査の結果の要旨】 

 近代日本政治史研究は、ある政策が決定される過程について、公文書とともに、主要な政治家等の日記・書簡

などを利用することによって、政策決定の舞台裏の動きにまで迫る掘り下げた分析を行い、精緻な研究成果を生

んでいる。一方、近代中国政治史研究は 1970 年代まで、公開された数少ない公文書を駆使した研究が進められて

きた。だが、外国の外交関係文書を利用した外交史研究を除けば、史料の制約によって舞台裏の動きにまで迫る

分析は困難であった。しかし 1980 年代以降の改革・開放政策の進展により、中央の政治に参与した官僚等の日記・

書簡類も史料集として刊行され始めた。日記・書簡には当事者以外の者にとって読解が困難な部分もあるが、丹

念に解析すれば、政策決定に至る水面下の動きを探ることが可能である。 

 本論文は、日記・書簡等の新史料を用いて、琉球問題をめぐる政策決定過程を復元する手法を採り、これを通

じて当時の外交政策の決定に大きく関与するアクターとして、西太后を補佐する者たちの存在を掘り起こし、ま

た従来、その関係はよくないと言われていた李鴻章と「清流派」との関係についても、張佩綸を媒介とする密な

関係が存在しており、それが李鴻章による上奏を実現させたこと等、清末の政治外交史研究にとって新たな知見

となる興味深い事実を発掘している。また採用した日記・書簡等を精読する研究手法についても、近代中国政治

史研究の水準を高めるために、学界として継承・展開されるべきことを示している。以上、本論文で申請者が提

示した成果・貢献は高く評価することができる。 

 ただし本論文には不十分な点もある。たとえば、清国は、日本との交渉では、琉球を〈清国を宗主国とする藩

属国〉として位置づけるのに対して、欧米を含む多国間交渉では、琉球を藩属国として位置づけず、「万国公法」

にもとづく一個の独立国として位置づけようとしている。かかる使い分けに示されているように、当時の琉球を

めぐる問題は、日本と清国の二国間の枠組みのみならず、列強を含む東アジア国際情勢の枠組みのなかにも位置

づける必要がある。また近年の日本史分野の研究動向にも目配りしつつ、申請者が掘り起こした事実にもとづく

新たな歴史像の提示なども求められるところである。 

 しかし、これらの瑕疵は、本論文が日記・書簡等の難解な史料の精読によって発掘した新たな事実や、今後さ

らに本格化させるべきものとして提示した研究手法等の学術的意義や貢献をそこなうものではない。よって、本

論文が博士（文学）の学位を授与するにふさわしいものと認定する。 


